
令和７年９月 2 2 日

経 済 警 察 委 員 会

経 済 警 察 委 員 会 説 明

警 察 本 部 長

警 務 部 長

刑 事 部 長

会 計 課 長

和 歌 山 県 警 察 本 部



- 1 -

令 和 ７ 年 ９ 月 定 例 会

経 済 警 察 委 員 会

警察本部長説明要旨

委員の皆様方には、日頃より警察活動各般
にわたり、御理解と御支援を賜り、この場を
お借りして厚く御礼申し上げます。

それでは、現下の治安情勢について、８月
末の数値により御説明いたします。

刑法犯認知件数は２，５２７件で、昨年同
期に比べ、１５１件減少しております。
最も件数が多いのは万引きで４１２件、次

いで詐欺が３１９件、自転車盗が３０４件で、
これらで刑法犯認知件数全体の約４割を占め
ております。

殺人、強盗、放火などの重要犯罪の認知件
数は４２件で、昨年同期に比べ、８件減少し
ており、３７件３７人を検挙しております。
また、侵入盗や自動車盗などの重要窃盗の

認知件数は１８６件で、昨年同期に比べ、４
件増加しており、他府県で認知した重要窃盗
事件を含め２３３件６０人を検挙しておりま
す。
引き続き、犯罪情勢の変化を踏まえた的確

な犯罪抑止対策を推進するとともに、事件検
挙を徹底してまいります。
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特殊詐欺の認知件数は１１０件、被害総額
は約７億４,０００万円であり、このうち、
約５割の５１件をオレオレ詐欺が占めており
ます。
また、ＳＮＳ型投資・ロマンス詐欺の認知

件数は７７件、被害総額は約７億円であり、
極めて深刻な状況です。
特殊詐欺及びＳＮＳ型投資・ロマンス詐欺

の検挙については、３０件２０人、また、口
座譲渡等の特殊詐欺を助長する犯罪で３３件
２３人を検挙しております。
引き続き、これら詐欺の被害防止のため、

水際対策の強化や効果的な防犯指導・広報啓
発に努めるとともに、上位被疑者検挙に向け
て突き上げ捜査を推進してまいります。

次に、生活安全部門の取締り状況について
申し上げます。
ストーカー事案では、ストーカー規制法違

反事件で３件３人、他の法令違反事件で７件
７人の計１０件１０人を検挙しております。
生活経済事犯では商標法違反事件等で３０

件２４人を、環境事犯では廃棄物処理法違反
事件等で５６件５３人を、風俗事犯では風営
法違反事件等で１０件１０人を、サイバー犯
罪ではインターネットを悪用した犯罪収益移
転防止法違反事件等で６３件５７人を、それ
ぞれ検挙しております。
また、刑法犯で検挙又は補導した少年は、

１６４人となっております。
引き続き、子供・女性・高齢者等の安全を
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守る活動や少年の非行防止に向けた活動、県
民生活を脅かす悪質な事犯やサイバー犯罪に
対する取締りを推進してまいります。

次に、暴力団、匿名・流動型犯罪グループ
対策及び薬物事犯について申し上げます。
県内の暴力団勢力は、６組織、約７０人とな
っており、暴力団員及び匿名・流動型犯罪グ
ループについては、６０人を検挙しておりま
す。
引き続き、これら犯罪組織の検挙、資金源

の封圧など各種対策を推進してまいります。
薬物事犯については、１２５人を検挙して

おります。
うち覚醒剤事犯が６０人、大麻事犯が５７

人、その他の薬物事犯が８人となっておりま
す。
引き続き、薬物事犯根絶に向けた各種対策

を推進してまいります。

次に、交通事故情勢について申し上げます。
県内の人身交通事故発生件数は８２１件で、

昨年同期に比べ４件の減少、死者数は２２人
で、１人の増加、負傷者数は９４０人で、２
人の増加となっております。
本年の交通事故の特徴は、
○ 死者のうち、高齢者が約７割を占
めること

○ 自転車の関連する事故のほとんど
に、自転車側にも法令違反が認めら
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れること
○ 依然として飲酒運転者による事故
が発生していること

などが挙げられます。
県警察では、こうした交通事故の実態を踏

まえ、高齢者の事故防止や、良好な自転車交
通秩序の実現のために、安全教育や広報啓発、
指導取締りを強化するとともに、飲酒運転
の根絶に向け、酒類提供店への広報啓発の
ほか、時間・場所等を考慮した集中取締り
を実施しているところであります。
引き続き、更なる安全で快適な交通環境の

実現に向け、関係機関・団体等と緊密に連携
し、各般の対策に取り組んでまいります。

次に、災害対策について申し上げます。
本年７月３０日、県内に津波警報が発表さ

れ、県警察では被害防止の措置として、沿岸
地域においてパトカーによる避難広報を実施
しました。
幸いにして被害はありませんでしたが、本

県は、南海トラフ地震による甚大な津波被害
が想定されており、安穏とはしていられません。
引き続き、関係機関と緊密に連携し、大規

模地震発生や津波発生時の迅速・的確な対応
と、県民の安全確保に向けた対策強化に万全
を期してまいります。

最後に、太地町の捕鯨をめぐる動向と対策
について申し上げます。
本年９月１日の漁解禁日に合わせて反捕鯨
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団体関係者約１５人が太地町を訪れ、出漁状
況の監視やイルカ漁廃止を訴える抗議活動、
関連施設に対する捕鯨中止の申入れを行って
おります。
県警察では、太地町特別警戒本部現地警戒

所を開設し、２４時間体制の警戒警備を行っ
ているところであります。
引き続き、関係機関と緊密に連携しながら、

対策に万全を期してまいります。

以上が、現下の治安情勢となります。

この後 「条例議案」については警務部長、
に 「法人の経営状況報告」については刑事、
部長に 「知事専決処分」については会計課、
長に、それぞれ説明、報告させますので、よ
ろしく御審議、御承認を賜りますようお願い
申し上げます。
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令 和 ７ 年 ９ 月 定 例 会

経 済 警 察 委 員 会

警務部長説明要旨
（議案第１２６号関係）

議案第１２６号「警察職員の給与に関する
条例の一部を改正する条例」について、御説

明申し上げます。

議案書の２３頁を御覧ください。

これは、在宅勤務等を中心とした働き方を

する職員に対し、光熱水費等の費用負担を軽

減するために支給する「在宅勤務等手当」の

新設と、それに伴う通勤手当の調整を定める

ほか、フレックスタイム制の導入による「職

員の勤務時間、休暇等に関する条例の一部改

正」に伴う所要の改正を行うため、条例の一

部改正をお願いするものであります。

なお、施行期日につきましては、公布の日

からの施行をお願いするものであります。

以上で、条例議案についての説明を終わり
ます。
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令 和 ７ 年 ９ 月 定 例 会

経 済 警 察 委 員 会

刑事部長説明要旨
（法人の経営状況報告）

公益財団法人和歌山県暴力追放県民センタ
ーの経営状況について御報告申し上げます。
「法人の経営状況報告書」の３０２頁を御

覧ください。
暴力追放県民センターの概況は、資料に記

載のとおりでございます。

次に、令和７年度事業計画につきましては、
３０４頁を御覧ください。
令和７年度は
・暴力団員による不当な行為の予防気運
の高揚を図るための広報啓発活動

・民間の暴力団排除活動組織の支援
・不当要求・暴力団に関する相談活動

等、１０項目を計画しております。

令和７年度収支予算につきましては、３０５頁
を御覧ください。
収入につきましては、科目欄「Ⅰ 一般正

イチ

味財産増減の部」の「(1)経常収益」にあり
ます

「経常収益計」
に記載のとおり

２，８６６万９，０００円
となっております。
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支出につきましては、科目欄「Ⅰ 一般正
イチ

味財産増減の部」の「(2)経常費用」にあり
ます

「経常費用計」
に記載の

２，８６６万９，０００円
となっております。

次に、令和６年度の実績報告につきまして
頁から３１１頁までを御覧くださは、３０７

い。
令和６年度は、
・広報啓発資料や広報媒体等を活用した
広報啓発活動

・暴力団員による不当な行為に関する相
談活動

・事業者等に対する不当要求防止責任者
講習

等の事業を行い、県下各地で暴力団排除活動
を推進いたしました。

次に、貸借関係につきまして御報告いたし
ます。
貸借関係につきましては、３１２頁を御覧

ください。
資産の部につきましては、貸借対照表中の

科目欄「 資産の部」の最終行にありますⅠ
イチ

「資産合計」に記載のとおり、流動資産及び
固定資産を合わせ、資産合計は

８億４８６万１，４９１円
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となっております。

負債の部につきましては、科目欄「Ⅱ 負
ニ

債の部」の最終行にあります「負債合計」に
記載のとおり、流動負債及び固定負債を合わ
せ、負債合計は

６２１万１，８６３円
となっております。

正味財産につきましては、科目欄「Ⅲ 正
サン

味財産の部」の下から２行目にあります「正
味財産合計」に記載のとおり

７億９，８６４万９，６２８円
となっております。

この正味財産増減の詳細につきましては、
３１３頁、３１４頁の「正味財産増減計算
書」に、資産及び負債の詳細につきましては、
３１５頁の「財産目録」に、それぞれ記載の
とおりでございます。

以上で、暴力追放県民センターの経営状況
についての報告を終わります。
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令 和 ７ 年 ９ 月 定 例 会

経 済 警 察 委 員 会

会計課長説明要旨
（諸報第４１号から第４５号、第４８号から
第５０号及び第５５号関係）

「知事専決処分」につきまして御報告申し
上げます。

「地方自治法第１８０条第１項の規定によ
る知事専決処分報告」の諸報第４１号から第
４５号、第４８号から第５０号及び第５５号
を御覧ください。

第４１号から第４５号、第４８号から第５
０号は、いずれも、警察官の公務中における
交通事故に伴う損害賠償の額につきまして御
報告するものでございます。

次に、第５５号は、警察官が道路標識の移
設作業を行う際、持っていた脚立が駐車車両
に接触し、同車両を損傷させたことに伴う損
害賠償の額につきまして御報告するものでご
ざいます。

事故の概要、賠償金の額などにつきまして
は、各諸報に記載のとおりでございます。

以上で 「知事専決処分」についての報告、
を終わります。


